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あんしんいきいきプラン２１
第九次長野市高齢者福祉計画・

第八期長野市介護保険事業計画
（令和３年度～令和５年度）

概 要

保健福祉部 高齢者活躍支援課
地域包括ケア推進課
介護保険課
保健所健康課

老人福祉専門分科会

Ｒ３.２.１ 資料２



１ 計画策定の背景・趣旨

（1） 背 景 【計画書２ページ】

「団塊の世代」が、後期高齢者（75歳以上）となる令和７（2025）年、「団塊ジュニア世
代」が、65歳以上になる令和22（2040）年に向けて、今後、高齢化が一層進むことが見込まれ
ています。
高齢化の急速な進行に伴い、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯、認知症など、不安を抱えなが

ら生活を送る高齢者の増加が懸念されており、社会情勢等に対応した総合的な高齢者施策の推進
が一層求められています。
一方、本市の要支援・要介護認定者数は、ほぼ横ばいで推移しており、健康で元気な高齢者も

増えています。高齢者自身もまちづくりの担い手として、社会貢献できる体制づくりなど、地域
社会全体で高齢者を支える重要性がますます高まっています。
なお、本市では、75歳以上を『高齢者』と呼びましょうと提言しており、年齢にかかわらず、

自分らしく活躍することができる社会の実現を目指しています。

（2） 趣 旨 【計画書２～３ページ】

（１）の背景の下、高齢者を取り巻く状況等の変化を踏まえ、高齢者が健康でいきいきと生活し、
介護が必要となっても安心して生活できるよう「地域包括ケアシステム」の深化・推進を図ると
ともに、制度や分野を超えて、地域住民や関係団体等が主体となって、新たな地域のつながりを
つくる「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めるものです。併せて、中長期的な介護サービ
ス見込量、保険給付費及び介護保険料の水準を推計し、本計画に反映します。
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（人）

２ 高齢者を取り巻く現状と将来の見通し

（1） 高齢者人口の状況及び推計 【計画書７～９ページ】

■高齢者数の増加と高齢化率の上昇 ■高齢者数と高齢化率の推計

計画期間における人口推計によると、令和５年には
高齢化率が30.5％となり、その後も高齢化が一層進ん
でいくことが見込まれています。令和７年には、前期
高齢者人口が更に減少する一方で、後期高齢者人口が
66,900人になると推計されており、令和22年には高
齢化率が４割近くになると推計されています。

本市の総人口は令和２年10月１日現在374,273人で、
このうち65歳以上の高齢者人口は111,337人、総人口
に占める割合（高齢化率）は29.7％となっています。

長野市企画課統計資料（各年10月１日現在）

３

各年10月１日現在

増減率

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 H27-R2

383,639 382,249 380,593 378,351 376,104 374,273 ▲2.4%

50,813 49,919 48,995 47,973 46,855 45,838 ▲9.8%

13.2 13.1 12.9 12.7 12.5 12.2 ▲1.0P

226,857 224,465 222,580 220,557 218,744 217,098 ▲4.3%

59.1 58.7 58.5 58.3 58.2 58.0 ▲1.1P

40～64歳 127,803 127,337 127,241 127,038 126,888 126,656 ▲0.9%

105,969 107,865 109,018 109,821 110,505 111,337 5.1%

27.6 28.2 28.6 29.0 29.4 29.7 2.1P

65歳～74歳（Ｅ） 51,402 52,077 51,937 51,461 50,882 51,076 ▲0.6%

　割合　（Ｅ÷Ｄ） 48.5 48.3 47.6 46.9 46.0 45.9 ▲2.6P

75歳以上（Ｆ） 54,567 55,788 57,081 58,360 59,623 60,261 10.4%

　割合　（Ｆ÷Ｄ） 51.5 51.7 52.4 53.1 54.0 54.1 2.6P

第八次・第七期

総人口（Ａ）

０～14歳（Ｂ）

　割合　（Ｂ÷Ａ）

15～64歳（Ｃ）

　割合　（Ｃ÷Ａ）

65歳以上（Ｄ）

　割合（Ｄ÷Ａ）

第七次・第六期



■一人暮らし、高齢夫婦世帯が増加

■認定者数はほぼ横ばい、認定率は微減

（2） 高齢者世帯 【計画書10ページ】

■今後は認定者数の増加が予想される

（3） 要支援・要介護認定者数 【計画書11～14ページ】

高齢単身者世帯及び高齢夫婦世帯が大きく増加
しており、平成22年から５年間で、高齢単身者
世帯で3,211世帯（26.4％）、高齢夫婦世帯で
2,612世帯（15.0％）増加し、高齢者のいる世帯
の半数以上を占めるまでになっています。

要支援・要介護認定者数は平成27年以降、微増
微減を繰り返し、令和２年７月末日時点の認定者数
は20,731人で平成27年からほぼ横ばいで推移して
おり、認定率は18.7％と微減で推移しています。

認定率の高い後期高齢者数の増加に伴って要支援・
要介護認定者数及び認定率は増加し、令和５年で
22,125人、令和７年で22,616人となり、令和22年に
は3万人を超える認定者数になると推計されていま
す。

国勢調査（各年10月１日現在）

介護保険事業状況報告月報（各年９月末日現在）

４

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
139,073 143,858 146,221 150,098

高齢者のいる世帯 50,425 55,435 60,969 66,743

 割合　％ 36.3 38.5 41.7 44.5
高齢単身者世帯 7,764 9,884 12,151 15,362
 割合　％ 5.6 6.9 8.3 10.2
高齢夫婦世帯 12,547 15,011 17,404 20,016
 割合　％ 9.0 10.4 11.9 13.3
その他の世帯 30,114 30,540 31,414 31,365
 割合　％ 21.7 21.2 21.5 20.9

一般世帯数
区 分

（各年10月１日現在）

20,489 20,921 20,862 21,078 21,086 
20,765 

19.3 19.4 19.1 19.2 19.1 18.7 
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保健＋介護予防

・地域包括支援センター 18か所

・ケアマネジャー

長野市版 地域包括ケアシステムの目指す姿
高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、

住まい、医療、介護、保健・介護予防、生活支援が一体的に提供されることを目指します。

医療
介護

生活支援

住まい

通所・入所

■訪問介護・看護、通所介護等

訪問

■かかりつけ医

通院・入院

■地域での支え合い ■はつらつ倶楽部

■施設入所

■訪問指導

■健康診断

■地域の連携病院

■急性期病院等

３ 基本理念 【計画書42～43ページ】

○保健福祉分野における目指すまちの将来像
「人にやさしく

人がいきいき暮らすまち “ながの” 」

○高齢者関連の進めるべき政策
「生きがいのある豊かな高齢社会の形成」

○第三次長野市健康増進・食育推進計画
（ながの健やかプラン21）
「すべての市民が支え合い、健やかで心豊かな

暮らしを実感できるまちを目指して
～健やか未来都市”ながの“～」

○第三次長野市地域福祉計画
「一人ひとりが自分らしくいきいきと、安心して暮らしていけるように、

認め合い、支え合い、活かし合いながら共に生きていく地域社会」

■ 「第五次長野市総合計画」の方向性

■主な関連計画

５

住み慣れた地域で支え合い
自分らしく健やかで生きがいを持って
安心して生活できるまち“ながの”

基本理念の実現



４ 重点項目 【計画書44～45ページ】

本市における高齢者等を取り巻く状況を踏まえ、本計画の基本理念を実現するために、国の基本
指針に基づき、以下の３つの重点項目を定め、取り組んでまいります。

Ⅰ フレイル予防や介護予防・健康づくり施策の充実、推進

Ⅱ 認知症施策の推進「共生」と「予防」

Ⅲ 令和７（２０２５）年、令和２２（２０４０）年を見据えた持続可能な基盤整備

健康でいきいきと暮らし続けられる長寿社会を実現するためには、一人ひとりが主体的に介護予防・
健康づくりに取り組むとともに、地域社会全体でこれらを推進していくことが重要です。要介護状態に
なってからではなく、その前の段階での介護予防に着目した多様な取組を充実させるとともに、市民の
健康づくりを支える保健事業と一体的に進めることにより、大きな効果を得られるよう取り組みます。

誰もが認知症になる可能性があるとの認識のもと、発症の時期やその進行をできるだけ遅らせるため
の「予防」としての対応と、認知症があっても身近な人たちからのサポートを受けながら、生きがいと
希望をもって住み慣れた地域で暮らし続けられる「共生」の観点から、これらを車の両輪にたとえ、補
完しあいながら相乗的な効果を生み出せるよう取り組みます。

団塊の世代が75歳以上となる令和７（2025）年、団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22
（2040）年に向けて、介護ニーズが高くなるとされる85歳以上人口が、急速に増加することが見込まれ
ます。今後、要介護認定者数の増加も見込まれることから、施設・居住系サービスの適正化を図りなが
ら、介護・福祉現場での人材確保に努めるなど、高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう、持続可能
なサービス基盤、人材基盤の整備に取り組みます。

６



１ 生きがいづくりと健康づくりの推進

～積極的に社会活動に参加し、自分らしく生きがいをもって健やかに暮らしていくことができるように～

５ 基本的な政策目標・施策体系

（1） 基本的な政策目標 【計画書46ページ】

（2） ＳＤＧｓの達成に向けて 【計画書47ページ】

本市では、国の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施方針」の趣旨を理解し、ＳＤＧｓ達成に向けた取
り組みを推進します。本計画は第五次長野市総合計画と整合を図っていることから、本計画の目標を実現す
ることで、17のゴールのうち、「健康と福祉」、「経済成長と雇用」、「まちづくり」、「平和と公正」の
目標達成に寄与します。

７

２ 住み慣れた地域で暮らし続けるための支援

～住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるように～

３ 安心して介護サービスが受けられる環境づくりの推進

～必要な介護サービスが安心して適切に受けることができるように～

４ 適切な介護サービス等を提供するための基盤整備

～安心して総合的な介護サービスが利用できるように～



８（3） 施策体系 【計画書48ページ】

基本理念 基 本 的 な 政 策 目 標 Ⅰ Ⅱ Ⅲ重　点　項　目 各　　　　　　　論

1-1-2 活躍の場の拡充

1-1-1 生きがいづくりの促進

1-2-1 疾病予防と重症化予防 ● ●

● ●

●●

●●1-1-3 高齢者の就労支援
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●●1-2-2 保健事業と介護予防の一体的実施

●●

●●

●

●

●●

2-1-3 ケアマネジメント支援の充実

2-1-2 介護認定申請時等のニーズに即した総合相談の実施

2-1-1 地域包括支援センターの体制の充実と機能強化

●

2-2-1 高齢者の権利擁護の推進

●●

●

●

●●●

●●●

2-3-4 インフォーマルサービスの活用促進

2-3-3 生活支援体制整備の充実

2-3-2 介護予防・日常生活支援総合事業による自立支援

2-3-1 住民の支え合い活動の強化・再編

2-2-2 高齢者福祉サービスの提供

●●

2-5-3 生活環境の安全対策の推進

2-5-2 安全・安心のゆとりのある住生活の確保

2-5-1 バリアフリー化の推進

2-4-4 多職種が連携できるＩＣＴプラットフォームの構築

2-4-3 認知症診断前後の医療と介護の連携

2-4-2 人生会議（ＡＣＰ　アドバンス・ケア・プランニング）の啓発

2-4-1 在宅医療・介護連携支援センターの充実・強化

●●

●

●●●

●

●

●

●●●

●

●

3-1-2 サービスの円滑な提供

3-1-1 介護人材の確保と育成

●

●

●

●

3-1-4 市民・利用者からの意見への対応

3-1-3 介護サービス等の質の向上と適正化の推進

3-2-1 災害への対策

●

●

●

●

●4-1-2 施設・居住系サービス基盤

4-1-1 在宅サービス基盤

3-2-2 感染症への対策

●
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地域包括ケアシステムの深化・推進

第５節 住みよいまちづくりの推進

第１節 安心して介護サービスが受けら
　　　 れる環境づくりの推進

第２節 災害や感染症対策に係る体制整備

第３章
　安心して介護サービスが
　　　受けられる環境づくりの推進

第４章
　適切な介護サービス等を
　　　提供するための基盤整備

第１章
　生きがいづくりと
　　　健康づくりの推進

第２章
　住み慣れた地域で
　　　暮らし続けるための支援

第２節 介護保険サービス基盤以外の整備

第３節 高齢者福祉施設等の整備目標

第１節 介護保険サービス基盤の整備

第１節 生きがいづくりと社会参加

第２節 健康づくりの推進

第１節 質の高い総合相談の体制づくり

第２節 高齢者の権利擁護と安心・安全
　　　 な暮らしの確保

第３節 高齢者を支える地域の体制づくり

第４節 在宅医療と介護の連携

●

4-3-1 高齢者福祉施設等の整備目標

4-2-1 介護保険以外の高齢者福祉施設の整備

22



９

本計画では、計画の進捗を総体的に判断できるアウトカム指標を11項目定め、指標ごとに主
な関連項目を位置づけ、今後、中長期的な進捗管理等に活用することとします。

（4） 指標 【計画書49～50ページ】

※各指標の目標値の設定根拠は「閲覧用 あんしんいきいきプラン２１」の50頁に掲載してあります。

1 社会参加している60歳以上の市民の割合 81.4% 84 .0% ● ●

男性81.49
女性84.43

（令和元年度）

3 要介護ではない高齢者の割合 86.8% 87 .1% ● ● ●

9.9%（脳出血） 減少
26.2%（脳梗塞）

（令和元年度）
減少

400か所 520か所
6,100人 7,800人

10.9%（自宅）

11 .7%（老人ホーム）
（平成30年）

772件
（ 平成2 6 ～令和２年度平均値）

8
介護従事者が充足していると感じている
介護サービス事業所の割合

36.2% 50 .0% ● ● ●

9
ご近所の高齢者を温かく見守り、 必要なと きに
は手助けしている人の割合

54.7% 上昇 ● ●

10
介護・介助者が認知症状への対応に不安を感
じる割合

24.8% 減少 ● ●

11
高齢者が 住み 慣れ た地 域で 暮らし続けられる
環境が整っていると思う市民の割合

45.1% 上昇 ● ● ● ●

脳卒中の発症を一因として要介護認定を受け
た人の割合
（国民健康保険加入者 40～74歳）

4 ● ● ●

目標値
（令和５年度）

● ●

政
策
目
標
２

重
点
項
目
１

重
点
項
目
２

重
点
項
目
３

政
策
目
標
１

№ 指 標 名

●● ●

主な関連項目

政
策
目
標
３

政
策
目
標
４

健康寿命
（日常生活動作が自立している期間の平均）

平均自立期間の増加 ●

現状値
（令和２年度）

● ●

介 護予防 に資 する介護予防の場への高齢者
の参加率

●

在宅等での看取り率
11.0%（自宅）

13 .3%（老人ホーム）
●

2

5

6

7
成年後見支援センターにおける高齢者の相談
件数

856件 ● ●

●



第１章 生きがいづくりと健康づくりの推進

介護予防の場を活用した住民主体の健康保持・増進の取組を推進するとともに、一人ひとり
が豊かな経験と知識・技能を活かし、年齢にかかわらず、生涯を通じて活動的で生きがいのあ
る生活や人生を送ることができるまち“ながの”を目指します。

第１節 生きがいづくりと社会参加

1-1-1 生きがいづくりの促進

■おでかけパスポート事業 ■敬老事業 ■老人福祉センター（愛称：かがやきひろば）運営事業 など

1-1-2 活躍の場の拡充

■老人クラブ活動促進事業 ■ながのシニアライフアカデミー（愛称：NaSLA）運営事業など

1-1-3 高齢者への就労支援

■高齢者授産施設就労奨励金支援事業 ■シルバー人材センター ■生涯現役促進地域連携事業

第２節 健康づくりの推進

1-2-1 疾病予防と重症化予防

■国民健康保険特定健康診査・特定保健指導事業 ■がん検診 ■歯周疾患検診 ■総合健康相談 など

1-2-2 保健事業と介護予防の一体的実施

■KDBシステム等を活用した分析・対象者の把握 ■通いの場等での健康教育・健康相談 など

10６ 計画各論 【計画書51～86ページ】



地域の特性に応じ、住まい、医療、介護、予防、生活支援が、一人ひとりの状態に応じて適
切に提供される「地域包括ケアシムテム」を深化・推進させ、誰もが安心して生活できるまち
“ながの”を目指します。

第１節 質の高い総合相談の体制づくり

2-1-1 地域包括支援センターの体制の充実と機能強化

■地域包括支援センター・在宅介護支援センター

2-1-2 介護認定申請時等のニーズに即した総合相談の実施

■総合相談支援事業

2-1-3 ケアマネジメント支援の充実

■ケアマネジャーへの支援

第２節 高齢者の権利擁護と安心・安全な暮らしの確保

2-2-1 高齢者の権利擁護の推進

■高齢者虐待防止の推進 ■成年後見制度の利用支援 ■特別措置事業 ■高齢者向け消費啓発事業

2-2-2 高齢者福祉サービスの提供

■友愛活動への支援 ■孤立防止・見守りネットワーク事業 ■「おひとりさま」あんしんサポート事業 など

第２章 住み慣れた地域で暮らし続けるための支援

【計画書87～148ページ】 11



第４節 在宅医療と介護の連携

2-4-1 在宅医療・介護連携支援センターの充実・強化
■在宅医療・介護連携推進事業

2-4-2 人生会議（ACP アドバンス・ケア・プランニング）※2の啓発
■市民・介護関係者への啓発

2-4-3 認知症診断前後の医療と介護の連携
■認知症の本人・家族への支援

2-4-4 多職種が連携できるICTプラットフォーム※3の構築

■ICTプラットフォームの構築 ■包括的・継続的ケア体制の構築

第３節 高齢者を支える地域の体制づくり

2-3-1 住民の支え合い活動の強化・再編

■地域たすけあい事業への支援 ■住民主体移動支援サービス など

2-3-2 介護予防・日常生活支援総合事業による自立支援

■介護予防・生活支援サービス事業 ■一般介護予防事業

2-3-3 生活支援体制整備事業の充実

■生活支援体制整備事業 ■地域ケア会議

2-3-4 インフォーマルサービス※1の活用促進

■介護予防把握事業 ■認知症啓発 ■通いの場の充実・参加促進など

12

※1 ボランティア団体・NPOや近隣住民などにより提供される援助活動のこと

※2 高齢者が望む医療やケアについて前もって考え、家族や医療・ケアスタッフと繰り返し話し合い共有する取組のこと
※3 患者等に携わる専門職が有機的に連携するためのICTを活用した仕組みのこと



第５節 住みよいまちづくりの推進

2-5-1 バリアフリー化の推進

■建築物のバリアフリー化推進 ■歩車道段差解消事業 ■公共交通機関の整備 など

2-5-2 安全・安心のゆとりある住生活の確保

■市営住宅等高齢者対策事業 ■住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録による住宅の安定確保

■高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業 など

2-5-3 生活環境の安全対策の推進

■高齢者交通安全教育・事故防止対策事業 ■避難行動要支援者名簿の提供 ■高齢者福祉サービス台帳の整備 など

13



第３章 安心して介護サービスが受けられるための環境づくりの推進

必要に応じて適切な介護サービスが受けることができるよう、提供体制の確保や人材の育成
に努め、安心して質の高いサービスを受けることができるまち“ながの”を目指します。

第１節 安心して介護サービスが受けられるための環境づくりの推進

3-1-1 介護人材の確保と育成

■サービス提供を担う人材の確保 ■サービス提供を担う人材の育成

3-1-2 サービスの円滑な提供

■市民への情報提供 ■介護保険事業者への情報提供 ■公正で迅速な要支援・要介護認定 など

3-1-3 介護サービス等の質の向上と適正化の推進
■サービス事業者への助言・指導・監査 ■介護サービス等適正化

3-1-4 市民・利用者からの意見への対応

■各種相談・意見への対応

第２節 災害や感染症対策に係る体制整備

3-2-1 災害への対策

■災害への対策

3-2-2 感染症への対策

■感染症への対策

【計画書149～162ページ】 14



第４章 適切な介護サービス等を提供するための基盤整備

在宅サービスの充実を図るとともに、施設・居住系サービスの基盤整備を進めます。また、
介護保険給付対象外の高齢者福祉施設の基盤整備も進め、多様な住まいのニーズに応えられる
環境づくりに努め、住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるまち“ながの”を目指
します。

第１節 介護保険サービス基盤の整備

4-1-1 在宅サービス基盤

4-1-2 施設・居住系サービス基盤

第２節 介護保険サービス基盤以外の整備

4-2-1 介護保険以外の高齢者福祉施設の整備

■有料老人ホーム ■サービス付き高齢者向け住宅 ■養護老人ホーム など

第３節 高齢者福祉施設等の整備目標

4-3-1 高齢者福祉施設等の整備目標

■高齢者福祉施設等の整備目標

【計画書163～175ページ】 15



令和２年度末の 第八期 令和５年度

状況（見込み） 整備計画 整備目標

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設 1,324人 51人 1,375人

介護医療院 60人 － 60人

認知症対応型共同生活介護

（認知症高齢者グループホーム）

地域密着型介護老人福祉施設

（小規模特別養護老人ホーム）

地域密着型特定施設

（小規模介護付有料老人ホーム等）

615人 150人 765人

5,551人 358人 5,909人

34人 0人 34人

14人 0人 14人

150人 0人 150人

567人 0人 567人

6,118人 358人 6,476人

635人 39人 674人

11施設 ０施設 11施設

６施設 ０施設 ６施設

老人福祉センター

ふれあい交流ひろば

合　計

住宅型有料老人ホーム（定員） ※１

サービス付き高齢者向け住宅
838戸※２ 105戸 943戸

（定員） ※１

軽費老人ホーム
369人 0人 369人

（ケアハウス）（定員）

小　計

養護老人ホーム（定員）

地域密着型施設（定員）

834人 36人 870人

609人 58人 667人

247人 29人 276人

特定施設入居者生活介護（定員）

小　計

高齢者生活福祉センター（定員）

高齢者共同生活支援施設（定員）

施設類型

介護保険施設（定員）

1,671人 34人 1,705人

介護療養型医療施設 191人
医療院･老健等
への転換

（191人）

７ 高齢者福祉施設等の整備目標・介護サービス量等の推計

（１）高齢者福祉施設等の整備目標
【計画書174ページ】

本計画期間中の整備水準の維持及び保険料への影響並び
に介護老人福祉施設への入所申込者、有料老人ホーム等の
設置状況を勘案し、整備目標を設定しています。

（２）施設・居住系サービス利用者数の推計
【計画書177ページ】

各施設基盤の整備目標に基づく定員の増加及び本市被保険者
の利用率を勘案し、サービス利用者数を推計しています。

※３ 令和５年度末までに介護療養型医療施設は介護医療院などへ転換されます。

※１ 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅については、見込みであり、
総量規制の対象とするものではありません。

※２ 特定施設入居者生活介護を除く。

16

整備目標とサービス利用者数は、他市町村の被保険者も利用しているため
差が生じています。

令和 令和 令和

３年度 ４年度 ５年度

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設 人/月 1,175 1,175 1,210 1,237 1,708

介護療養型医療施設 ※３ 人/月 146 146 146 - -

介護医療院 人/月 54 54 54 204 282

特定施設入居者生活介護 人/月 571 651 651 665 919

認知症対応型共同生活介護 人/月 834 852 870 889 1228

地域密着型介護老人福祉施設 人/月 609 638 667 682 942

地域密着型特定施設 人/月 247 276 276 282 390

2,195

区分 単位

第八期推計
令和
７年度

令和
22年度

人/月 1,535 1,555 1,555 1,590



（３） 在宅サービス見込量 【計画書178～183ページ】

在宅サービス見込量は、平成30年度から令和２年度までの各サービスの利用実績（利用率）、計画期間
における要支援・要介護認定者数の伸び等を勘案し、推計しています。(単位：１月当たり）

■予防給付 ■介護給付
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令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

介護予防訪問入浴介護 回 16 16 16 16 21

介護予防訪問看護 回 555 570 578 586 760

介護予防訪問リハビリテーション 回 522 530 545 554 717

介護予防居宅療養管理指導 人 78 79 80 82 106

介護予防通所リハビリテーション 人 287 291 295 302 389

介護予防短期入所生活介護 日 339 339 342 350 454

介護予防福祉用具貸与 人 2,181 2,218 2,250 2,296 2,966

特定介護予防福祉用具購入費 人 36 36 37 37 48

介護予防住宅改修 人 50 50 52 52 67

介護予防小規模多機能型居宅介護 人 9 9 10 10 13

介護予防介護予防支援 人 2,474 2,515 2,552 2,603 3,362

単位
第八期推計

令和
７年度

令和
22年度

区　　　　分
令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

訪問介護 回 54,752 55,448 56,363 57,653 85,664

訪問入浴介護 回 734 742 758 773 1,176

訪問看護 回 7,424 7,517 7,645 7,813 11,547

訪問リハビリテーション 回 3,101 3,130 3,189 3,263 4,788

居宅療養管理指導 人 1,758 1,781 1,811 1,852 2,725

通所介護 回 41,771 42,307 43,009 44,001 63,186

通所リハビリテーション 回 6,010 6,100 6,198 6,341 9,159

短期入所生活介護 日 17,903 18,125 18,413 18,845 27,964

短期入所療養介護（老健） 日 995 1,018 1,018 1,051 1,550

福祉用具貸与 人 5,983 6,061 6,160 6,302 9,158

特定福祉用具購入費 人 81 82 84 85 124

住宅改修費 人 64 65 67 69 98

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人 94 94 96 98 142

地域密着型通所介護 回 17,515 17,751 18,040 18,458 26,696

認知症対応型通所介護 回 1,159 1,181 1,200 1,221 1,796

小規模多機能型居宅介護 人 223 227 231 236 343

看護小規模多機能型居宅介護 人 91 93 93 95 138

居宅介護支援 人 8,240 8,348 8,485 8,683 12,484

令和
22年度

区分 単位
第八期推計

令和
7年度



（4） 地域支援事業見込量 【計画書184～185ページ】

地域支援事業の見込量は、各サービスの実施状況や計画期間中に特に積極的に取り組むサービス、高齢者
人口の増加等を勘案し、推計しています。

■介護予防・日常生活支援
総合事業

■包括的支援事業・任意事業
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令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

介護予防訪問介護相当サービス 件 8,566 9,038 9,190 9,516 13,539

訪問型基準緩和サービス 件 460 483 508 534 561

住民主体訪問型サービス 団体 5 15 27 27 27

訪問型短期集中予防サービス 件 5 5 5 5 5

住民主体移動支援サービス 団体 5 15 27 27 27

介護予防通所介護相当サービス 件 29,679 31,321 31,784 32,882 47,621

通所型基準緩和型サービス 件 3,645 3,828 4,020 4,221 4,433

住民主体通所型サービス か所 0 0 1 3 21

件 26,583 27,591 28,630 28,680 33,498

訪問（自宅又は通所） 回 100 100 100 100 123

地域ケア会議（個別） 回 40 40 40 40 42

人 300 300 300 400 500

介護予防あれこれ講座 人 1,750 2,500 2,500 2,500 －

介護予防教室 人 3,050 2,970 2,900 0 0

フレイル予防のための
栄養・歯科相談会

人 24 35 35 35 40

お達者なまちづくり事業 回 216 216 216 216 216

通いの場の65歳以上参加者数 人 6,700 7,250 7,800 8,950 13,000

「通いの場台帳」登録団体数 団体 450 480 520 600 880

単位
第八期推計

令和
７年度

介護予防普及啓発事業

お達者なまちづくり事業
（地域介護予防活動支援事業）

訪問型サービス

令和
22年度

介護予防・生活支援サービス

一般介護予防事業

専門職派遣アドバイス事業
（地域リハビリテーション活動支援事業）

介護予防把握事業

通所型サービス

第１号介護予防支援事業

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

総合相談 件 40,000 40,000 40,000 46,000 47,000

高齢者実態把握 件 5,700 5,700 5,700 0 0

ケアマネジャーへの支援 人 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

地域ケア会議推進事業 回 140 140 150 160 162

回 3 3 3 3 3

回 40 60 77 93 128

認知症初期集中支援推進事業 人 40 40 40 40 40

認知症地域支援・ケア向上事業
（チームオレンジ）

回 1 1 2 21

回 40 60 77 93 128

件 240 240 264 288 300

はいかい高齢者支援サービス助成事業 件 40 45 50 50 60

介護者教室 人 570 600 600 600 500

成年後見制度利用支援事業 件 12 12 12 12 15

福祉用具・住宅改修支援事業 件 180 182 184 188 200

認知症サポーター等養成事業 人 39,000 39,000 42,000 48,000 93,000

あんしん相談員派遣事業 回 1,600 1,612 1,624 1,650 1,700

高齢者世話付住宅生活相談員派遣事業 人 21 21 21 21 21

配食サービス事業 人 30 31 32 34  ― 

認知症総合相談支援

単位
第八期推計

令和
７年度

令和
22年度

包括的支援事業

地域包括支援センターの運営

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

地域ケア会議推進事業

任意事業

介護給付費等適正化事業

家族支援事業

その他の事業



（6） 介護保険給付費等の推計 【計画書186ページ】

19

〇施設利用者数の推計及び在宅サービス見込量から推計しています。

・ 標準給付費は、介護（予防）給付費、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療
合算介護サービス費及び審査支払手数料を含んでいます。

・ 地域支援事業費は、高齢者人口の増加等を勘案するとともに、地域包括ケアシステムの深化・推進の
ため、計画期間に積極的に取り組む事業の見込量から推計しています。

（5） 各サービス見込量の確保方策の考え方

・ 高齢化に伴う介護ニーズの増加に対応し、被保険者が必要に応じて適切なサービスを受けることができる
よう、 サービス提供体制の確保・充実を図ります。

・ 介護施設等については、可能な限り在宅での生活を続けられるように在宅サービスの充実を図り、並行し
て在宅生活が困難となった人のために、施設・居住系サービスの基盤整備を図ります。特に、地域包括ケ
アシステムの拠点となる地域密着型サービスの拡大を図ります。

・ 介護人材については、介護サービスの提供には必要不可欠なことから、県及び関係機関と連携し、介護
施設等で働く職員の人材確保のため、事業者への支援策の充実を図ります。

単位：千円

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

34,213,040 34,916,446 35,620,579 36,552,717 51,209,244

① 標準給付費 32,427,049 33,045,191 33,589,281 34,417,230 48,735,239

② 地域支援事業費 1,785,991 1,871,255 2,031,298 2,135,487 2,474,005

区分

合計（①＋②）


